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説明資料



事業概要

輸出総合サポートプロジェクト事業 ［1,747百万円（29年度要求）］
・ジェトロ等への補助を通じて、輸出に取り組む有望な農林水産業者の発掘・育成を行い、輸出機会の拡大のため、
国内外商談会の開催、世界の主要な国際見本市への出展、新興市場等のマーケティング拠点の設置等を行う。

・農林漁業者や食品事業者の組織する団体等が行う、ジャパンブランドの確立に向けた取組、産地間連携の促進、
輸出環境整備、先進的輸送技術による最適輸出モデルの開発・実証等の取組を支援。

輸出に取り組む事業者向け対策事業 ［842百万円（29年度要求）］

輸出環境整備推進委託事業 ［303百万円（29年度要求）］
・政府間交渉により解決を図るべき案件の交渉を進めるにあたり、交渉過程での相手国からの要求等に応じて必要
となる日本農林水産物・食品の安全性評価等の必要な情報・データを収集・分析等を実施。

①

食品の品質管理体制強化対策事業 ［169百万円（29年度要求）］
・ＨＡＣＣＰ導入のため、食品製造業者に対する研修会の開催や助言・指導を行う専門家の派遣等を行う事業に補助
金を交付等。

日本発食品安全管理規格策定推進事業(新28) ［115百万円（29年度要求）］
・食品関係事業者が国際的に通用する食品安全管理規格の認証を取得しやすい環境を整備するため、規格やガイ
ドラインの作成、国際規格に係る情報収集や関係機関等との調整等の取組を支援。

強い農業づくり交付金 ［23,000百万円（29年度要求）］
・国産農畜産物の安定供給・輸出拡大に必要な共同利用施設整備を支援。



農林水産物・食品の輸出額１兆円達成に向けて①

②

日本 アメリカ 中国 イギリス オランダ オーストラリア

国内総生産額（名目ＧＤＰ）（単位：億ドル） 49,196 166,632 95,184 27,123 8,642 15,288
うち農林水産業（単位：億ドル）【ＧＤＰ比（％）】 590【1.2】 2,254【1.4】 9,194【9.7】 168【0.6】 150【1.7】 360【2.4】

各国国内総生産額に対する農産物の輸出割合

「２０１３年 国連統計、ＦＡＯ統計より」

それぞれの国・地域ごとに、現地の消費者の嗜好、日本や他国からの輸入の状況などを分析し、輸出拡大に向けた課題と具体的な取組を提示

目標：平成３２年の農林水産物・食品の輸出額１兆円目標の１年前倒し達成 （平成２７年 ７，４５１億円）

平成２８年５月１９日の農林水産業・地域の活力創造本部（本部長：内閣総理大臣）において取りまとめ

「国・地域別の農林水産物・食品の輸出拡大戦略」を策定

「品目別の輸出力強化に向けた対応方向」を策定

農林水産業の輸出力強化戦略

米、青果物、茶、畜産物、水産物などについて品目別に輸出を目指す場合の課題と今後の取組の方向を提示

農産物輸出額（単位：億ドル）【ＧＤＰ比（％）】
（注：林・水産物を除く）

31【0.06】 1,477【0.9】 464【0.5】 293【1.1】 909【10.5】 378【2.5】



農林水産物・食品の輸出額１兆円達成に向けて②

・現在、農水省において、輸出促進に向けて、産地間連携の促進やジャパ
ンブランドの確立による販路開拓など、品目別輸出団体等の取組に対する
支援や、ジェトロ等を通じて、海外見本市におけるジャパンパビリオンの設
営や農林漁業者と海外バイヤー等とのマッチングの機会を提供するため
国内外における商談会の開催など、輸出に取り組む事業者等に対する品
目横断的なサポート体制の強化など、各種支援策を講じている。

③

・着実な実施に向けて、関係省庁、輸出関連事業者等から構成される「輸出
戦略実行委員会」において、取組状況の検証や取組方針の策定等を議論。

・オールジャパンで戦略的に輸出するため、品目別輸出団体（コメ・コメ加
工食品分野では、（一社）全日本コメ・コメ関連食品輸出促進協議会）を設
立し、産地間で連携を図り、ジャパンブランドの育成や長期的に安定した輸
出を図っている。

・これまで、輸出しやすく、商流が確立している香港や台湾等に販売促進活
動が集中し、現地で産地間の過当競争や叩き売りが発生。

共通ロゴマークの使用・普及
＜品目別ブランドマーク＞

統一的デザインによるブース設置
＜ジャパンパビリオン＞

現状等



輸出拡大に向けた食品安全管理規格の認証等の推進について
・世界の食品取引の状況において、各国の食品安全規制は、ＨＡＣＣＰ（ハサップ）の義務化の流れがある。
・輸出の促進に向けては、国際的に通用し、相互に認め合える日本の規格・認証が必要。
・中小事業者の取組が重要であるものの、ＨＡＣＣＰの導入率は伸び悩んでいる。
（平成２７年度 中小事業者ＨＡＣＣＰ導入率 ３５％ （目標：平成３５年度までに５０％））

④

ＨＡＣＣＰ
方式

継続的な監視・記録

※重要管理点
(CCP)の例

異物の検出温度の管理
冷却の時間

ＨＡ （Hazard  Analysis）
危害要因の分析 微生物、異物など

ＣＣＰ（Critical Control  Point）
重要管理点 加熱工程における温度、時間など
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原材料の受入から最終製品までの各工程ごとに、微生物による汚染、金属の混入などの危害要因を分析（ＨＡ）した上で、
危害の防止につながる特に重要な工程（ＣＣＰ）を継続的に監視・記録する「工程管理システム」

ＨＡＣＣＰとは

現状等

農畜産物輸出拡大のためには、輸出先国の求める衛生条件等を満たすために必要な施設の整備が必要

強い農業づくり交付金事業を実施（施設整備に対する補助）



論点

ＨＡＣＣＰ導入率の伸び悩みの要因は何か。
事業の効果は出ているのか。

⑤

論点① 日本の農産物輸出は、なぜ少ないのか。

輸出拡大の目標を達成する為に各種施策への資金配分は適切か。
事業効果は出ているのか。

論点②

論点③



参考 国・地域別の農林水産物・食品の輸出拡大戦略①

⑥
「農林水産業の輸出力強化戦略 平成２８年５月より」



⑦
「農林水産業の輸出力強化戦略 平成２８年５月より」

参考 国・地域別の農林水産物・食品の輸出拡大戦略②



⑧
「農林水産業の輸出力強化戦略 平成２８年５月より」

参考 国・地域別の農林水産物・食品の輸出拡大戦略③



参考 品目別の輸出力強化に向けた対応方向の概要①

⑨
「農林水産業の輸出力強化戦略 平成２８年５月より」



参考 品目別の輸出力強化に向けた対応方向の概要②

⑩
「農林水産業の輸出力強化戦略 平成２８年５月より」
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